③別記様式（第７条）組合加入申込書

　　　南島原市西有家農業集落排水施設維持管理組合規約

平成18年3月31日

規約
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　附則

　　　第1章　総則

　（名称）

第1条　この組合は、南島原市西有家農業集落排水施設維持管理組合（以下「組合」という。）と称する。

　（目的）

第2条　この組合は、南島原市西有家農業集落排水事業の円滑な推進を図ることにより、組合員の健康で快適な文化生活に寄与することを目的とする。

　（設立地区）

第3条　この組合の設立地区は、南島原市西有家町慈恩寺・見岳の一部の区域とする。

　（組合の事務所）

第4条　この組合の事務所は、南島原市西有家町慈恩寺・見岳地区内の組合長宅に置く。

　（組合の業務）

第5条　組合は、次に掲げる業務を行う。

　(1)　南島原市農業集落排水事業維持管理推進委員会に参画するとともに、目的達成するための地区内の連絡調整に関すること。

　(2)　農業集落排水事業（以下「集排事業」という。）の毎事業年度の事業計画及び工事の連絡調整に関すること。

　(3)　農林漁業金融公庫資金の借入れ及び償還金の徴収に関すること。

　(4)　分担金の徴収及び支払に関すること。

　(5)　農業集落排水施設維持管理に関すること。

　(6)　前各号に定めるもののほか、組合の目的遂行に必要な事項に関すること。

　　　第2章　組合員

　（組合の構成員）

第6条　組合員は、南島原市西有家町慈恩寺・見岳の一部の地域内に住居又は事務所を有し、かつ、集排事業に参加する個人及び団体をもって構成する。

　（加入と脱退）

第7条　組合に加入しようとする者は、農業集落排水施設維持管理組合加入申込書（別記様式。以下「加入申込書」という。）に所要事項を記入し、組合長に届けなければならない。

2　組合長は、前項の加入申込書を受理した場合において、その加入を承諾しようとするときは、書面をもって加入申込みをした者にその旨を通知し、組合員名簿に記載するものとする。

3　この組合より脱退しようとする組合員は、分担金及び農林漁業金融公庫資金等の借入れに伴う個人償還金相当額を一括精算の上、脱退の理由を記載した脱退届を組合長に提出し、理事会の承認を得なければならない。

　（組合員の義務）

第8条　組合員は、次に掲げる義務を負う。

　(1)　規約及び組合の決定に従う義務

　(2)　組合の総会に出席し、報告を受け建議・批判討議に加わる権利

　(3)　組合の要請する調査を報告する義務

　　　第3章　役員

　（役員）

第9条　この組合に、次の役員を置く。

　(1)　理事　10人（うち組合長1人、副組合長1人）

　(2)　監事　2人

　（役員の職務及び権限）

第10条　組合長は、この組合を代表し、その業務を総理する。

2　副組合長は、組合長を補佐し、組合長に事故があるときは、その職務を代理し、組合長が欠けたときは、その職務を行う。

3　理事は、この組合の業務を掌握する。

4　監事は、少なくとも毎事業年度1回この組合の財産及び業務執行の状況を監査し、その結果につき総会及び理事会に報告し、意見を述べなければならない。

5　顧問は、当地区に関係する市民、学識経験者等からなり、当地区の集排事業の促進及び集排事業で造成された施設等の維持管理が地域住民により適切になされるように助言し、協力する。ただし、議決に係る議決権は、ないものとする。

　（役員の選出）

第11条　理事は、各町内会から1人、選出するものとする。

2　監事及び顧問は、理事会で選出し、総会において承認するものとする。

3　組合長及び副組合長は、理事の互選による。

　（役員の任期）

第12条　役員の任期は、3年とし、再選を妨げないものとする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。

　（役員会の設置及び構成）

第13条　この組合に、理事会を置く。

2　理事会は、理事をもって構成する。

　（理事会の招集）

第14条　理事会は、組合長が必要と認めるとき、又は理事若しくは監事から会議の目的たる事項を記載した書面を付して要求があったときに、組合長が招集する。

　（理事会の議事）

第15条　理事会の議長は、組合長をもってこれに充てる。

2　理事会は、理事の過半数の出席により成立する。

3　理事会の議決は、この告示に特別の定めがある場合のほか、出席理事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

4　監事は、理事会に出席して意見を述べることができる。

　（理事会の議決事項）

第16条　この組合の事業の運営につき、次に掲げる事項は、理事会においてこれを決する。

　(1)　業務を遂行するための方針

　(2)　総会の招集及び総会に付議すべき事項

　(3)　役員の選出に関する事項

　(4)　会計主任及び評議員の任免に関する事項

　(5)　前各号に掲げる事項のほか、理事会において必要と認めた事項

　　　第4章　会計主任及び評議員

　（会計主任、評議員）

第17条　この会計に、会計主任1人及び評議員12人を置くことができる。

2　会計主任及び評議員は、組合長が委嘱する。

3　会計主任は、この組合の財務及び会計に関する事務に従事し、財務及び会計に関する帳簿、書類等の保管及び金銭の出納、保管の責めに任ずる。

4　評議員は、理事会と末端組合員との連絡調整及び組合費、分担金、償還金の徴収に関する職務を行う。

5　会計主任及び評議員の任期は2年とし、再選を妨げない。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。

　　　第5章　総会

　（総会）

第18条　組合長は、毎事業年度1回4月に通常総会を招集する。

2　組合長は、次に掲げる場合に臨時総会を招集する。

　(1)　組合長が必要と認めたとき。

　(2)　組合員が5分の1以上の同意を得て、会議の目的とする事項及び招集の理由を記載した書面を組合長に提出して招集を請求したとき。

　(3)　組合長は、前号の請求があったときは、その請求があった日から20日以内に、総会を招集しなければならない。

　(4)　監事が財産の状況又は業務の執行について不正の点があることを発見した場合において、これを総会に報告するため必要と認めたとき。

　（総会の招集）

第19条　総会招集の通知は、その日から10日前までに、その会議の目的たる事項を示してこれを行うものとする。

　（総会の議決事項）

第20条　次に掲げる事項は、総会の議決を得なければならない。

　(1)　規約の変更

　(2)　毎事業年度の予算及び集排事業の事業計画

　(3)　毎事業年度の決算及び集排事業の報告

　(4)　農林漁業金融公庫資金等の借入れ及び戸当たり償還金額、分担金額の算定に関する事項

　(5)　役員等の報酬

　(6)　組合の設立及び解散

2　総会は、組合員の半数以上の出席により成立する。

3　前項に規定する組合員の半数以上の成立がないときは、組合長は、10日以内に再度総会を招集しなければならない。この場合には、前項の規定にかかわらず、議事を開き議決する事ができる。

4　総会では、第16条の規定によりあらかじめ通知した事項に限って議決するものとする。ただし、第1項第1号を除き、緊急を要する事項については、この限りでない。

5　総会の議事は、出席した組合員の議決権の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　(1)　議長は、総会において総会に出席した組合員の中から組合員がこれを選任する。

　(2)　議長は、組合員としての総会の議決に加わる権利を有しない。

6　組合員は、第19条の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面又は代理人をもって議決権を行使することができる。

　(1)　書面をもって議決権を行おうとする組合員は、あらかじめ通知のあった事項につき、書面にそれぞれ賛否を記入してこれに署名又は記名押印の上、総会の会日までにこの組合に提出しなければならない。

　(2)　代理人は、5人以上の組合員を代理することはできない。

　(3)　代理人は、代理権を証する書面をこの組合に提出しなければならない。

7　総会の議事については、議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、議長、出席した理事及び総会において選任した組合員2人以上がこれに署名又は記名押印するものとする。

　　　第6章　会計

　（事業年度）

第21条　この組合の事業年度は、毎年4月1日から翌年3月31日までとする。

　（会計）

第22条　この組合には、一般会計と特別会計を設ける。

　（経費の支弁方法）

第23条　この組合の通常業務を執行するための諸経費は、一般会計としその他の収入をもって充てる。

　（分担金及び償還金の方法）

第24条　南島原市農業集落排水事業分担金徴収条例（平成18年南島原市条例第171号）に基づく分担金及び農林漁業金融公庫等からの借入れに伴う償還金は、毎事業年度評議員が組合員より徴収するものとする。

2　分担金は、納入通知書に記載された納入期限までに徴収するものとし、償還金は、毎事業年度2月1日から2月25日までの間に徴収するものとする。

3　分担金及び償還金は、特別会計とする。

4　経理及び監査に関する規則は、別に定める。

　　　附　則

　この規約は、平成18年3月31日から施行する。

別記様式（第7条関係）

農業集落排水施設維持管理組合加入申込書

平成　　年　　月　　日

　南島原市西有家農業集落
　排水施設維持管理組合
　　組合長　　　　　　　　　　様

〒859-　　　　　　　　　　　　　

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
（電話番号　　　　　　　　）　　

　　この度、農業集落排水事業（農村下水道）を利用することに伴い、南島原市西有家農業集落排水施設維持管理組合に加入いたします。
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